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環境対策特別委員会�
　本委員会は、農林水産業、製造業および商業の活
性化、観光産業や福祉産業、環境産業等の新産業の
育成などに関する調査研究を行っています。�
　平成１７年度は、滋賀ならではの産業振興をテー
マに、地域の産学官の結集による共同研究事業の取
り組みや、県版経済振興特区制度について調査した
ほか、人材や情報、技術が本県に集約されることの
重要性にかんがみ、企業関係者を参考人として招致
し、企業立地の面から見た本県の産業振興策につい
て意見を聴取するなどの調査研究に取り組みました。�
　また、第１次産
業については、農
業の担い手育成と
高付加価値型農業
の推進について調
査研究を行いまし
た。�

　県の行政課題の中には、２つ以上の常任委員
会の所管にわたる案件のほか、集中的な審査や
長期的な調査研究を要する重要な案件があるた
め、滋賀県では現在、５つの特別委員会を設置
し、審査や調査を行っています。�
　これらの委員会では、それぞれの重要課題に
ついて、県の関係部局から説明を受け、必要に
応じて現地調査を行うなど、専門的な調査研究
を行い、委員会の調査が県の総合的な施策に反
映できるよう努めています。�
　また、例年、決算認定時には、決算特別委員
会が設置されます。更に、２月定例会において
は、次年度の当初予算案を集中的に審議するた
め、予算特別委員会が設置されています。�

　本委員会は、琵琶湖・水資源の保全、自然環境の保
全対策、循環型社会の推進、地球温暖化防止対策、環
境教育の推進などに関する調査研究を行っています。�
　平成１７年度は、下水道整備などにより流入負荷
量を削減しているにもかかわらず横ばいを続ける水
質状況に対処するため、行政だけでなく、市民やＮ
ＰＯを巻き込んだ取り組みについて調査しました。�
　また、流域、湖辺、湖内の総合的な水質汚濁メカ
ニズムの解明により、効果的・効率的な事業の在り方
についても併せ
て調査し、今後
の県における水
質保全対策に対
する政策提言を
めざして調査研
究を行っていき
ます。�

　本委員会は、少子化対策、高齢社会対策、青少年
の健全育成および男女共同参画社会の推進に関する
調査研究を行っています。�
　平成１７年度は、全国平均で１.２９、滋賀県では１.４１
と過去最低となった合計特殊出生率の現状を踏まえ、
少子化対策を中心とした調査研究を進めました。県
内企業の少子化への取り組みについて参考人から意
見聴取を行うとともに、少子化についての意識の醸
成を図るための県民、企業への啓発の在り方や学校
での教育の在り方について調査研究を行いました。�
　また、子供を産み育
てることに要する経済
的負担に対する支援の
在り方など、児童・家
族関係の社会保障給付
について調査研究を行
いました。�

　本委員会は、行財政改革、地方税財源対策および
市町村合併対策に関する調査研究を行っています。�
　平成１７年度は、県行政の喫緊の課題である行財
政改革を中心に調査研究を行っています。県財政は
大変厳しい状況ですが、市町村合併の進展による県
と市町との新たな役割分担やパートナーシップの構
築、指定管理者制度の導入や公社・事業団等の見直
しによる行政経営体制の確立に向けて議論するほか、
参考人からの意見聴取を行うなど積極的な調査を行
っています。今後
も、将来にわたり
活力ある滋賀の創
造と県民福祉の向
上の実現を目指し
た行財政改革に関
して調査研究を進
めていきます。�

　本委員会は、昨年７月に設置され琵琶湖淀川水系
に係る水政対策について調査研究を行っています。�
　これまで、瀬田川洗堰の全閉問題をはじめとする
流域の諸課題について調査研究するほか、丹生ダム
・大戸川ダムの建設予定地、姉川の瀬切れ多発地点、
下流宇治川狭窄部等の現地調査を行いました。また、
２度にわたり参考人を招へいし、国土交通省近畿地
方整備局の見解を聴取しました。さらに、９月定例
会では、国が策定する河川整備計画へ知事が意見を
述べることを議
決事件に指定す
る条例改正議案
を、所属委員全
員により提出す
るなど、積極的
な取り組みを進
めています。�
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12月定例会で審議した主な議案

（議員提出）
会第６号 滋賀県議会委員会条例の一部を改正する条例案

議案番号 件　　　　　　　名

●会派構成の変更等
12月15日付けで、太田正明議員が自由民主党・湖翔クラブを脱会され、無所属に

なられるとともに、同月19日付けで環境対策特別委員会委員長を辞任されました。

●特別委員会委員長の選任
12月19日付けで、黒田昭信議員（自由民主党・湖翔クラブ）が環境対策特別委

員会委員長に選任されました。

議 会 の お 知 ら せ

意見書番号 件　　　　　　　名 結果

12月定例会で審議した意見書・決議

第 17 号

第 18 号

第 19 号

アスベスト被害の救済と対策を求める意見書案

高金利の引き下げに関する意見書案

県民生活を支える道路の整備促進と財源の確保に関する意見書案

否決

否決

可決

結果

可決

会第７号

会第８号

平成18年度における滋賀県議会議員の報酬の特例に関する条例案 可決

滋賀県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案 否決

会第９号 滋賀県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案 可決

（知事提出）
議第184号～
議第187号

平成16年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算の認
定を求めることについてほか３件

認定

議第201号～
議第206号

平成17年度滋賀県一般会計補正予算（第５号）ほか５件 可決

議第207号～
議第211号

滋賀県プレジャーボートの係留保管の適正化に関する条例案ほ
か４件

可決

議第212号～
議第220号

滋賀県消費生活条例の一部を改正する条例案ほか８件 可決

議第221号～
議第272号

契約の締結につき議決を求めることについて（看護専門学校新
築工事）ほか51件

可決

議第273号～
議第278号

滋賀県一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正
する条例案ほか５件

可決

（要旨）真に豊かさを実感できる社会の実現や災害に強い県土づくりを推進する上で、道路整備は必要不可欠である。
よって、次の事項を政府・国会に強く要望する。
１　道路特定財源の見直しに当たっては、道路整備財源として確保するとともに、地方への充実を図ること。
２　道路整備が効果的、効率的に推進できるよう予算の確保に努めること。

（要旨）耐震強度偽装問題は、すべての人が不安を抱く深刻な事態に至っている。よって、次の事項を政府・国会に強
く要望する。
１　住民の安全等に万全を期し、責任の所在等の明確化を前提に公的支援を充実すること。
２　全容の解明に万全を期し、証拠の保全、資産の監視を徹底すること。
３　再発防止のための対策を早急に講ずること。

（要旨）軽油の価格高騰は国内物流の大半を占めるトラック運送のコストに反映し、国民生活にも多大な影響を与えて
いる。よって、軽油引取税の暫定税率分を、軽油価格が昨年３月の価格に下がるまで凍結するよう政府・国会に強く
要望する。

第 20 号

第 21 号

耐震強度偽装問題の全容、実態の解明と再発防止策の確立を求め
る意見書案

軽油引取税について暫定税率分７円80銭の一時凍結を求める意見
書案

可決

可決

（要旨）議員・太田正明君は、加重収賄罪の容疑で10月28日に逮捕され、11月17日に起訴された。容疑は草津市助役時
代の事件であるが、県議会議員たるものは絶えず県民の福祉の向上を目標に行動し、政治家として厳しく自らを律さ
ねばならない。議員・太田正明君は社会的責任を深く認識し、速やかに議員を辞職されるよう勧告する。

決議第１号 議員・太田正明君に対する辞職勧告決議案 可決

県議会に対するご意見・ご要望
県議会に対するご意見やご要望があれば、下記までお寄せください。

〒520-8577 大津市京町四丁目１－１　滋賀県議会事務局　議事調査課

TEL 077-528-4090～4092、4094 FAX 077-528-4940

Ｅメール　gikai@pref.shiga.lg.jp

２月定例会の日程（予定）
月

２

３

日（曜日）

20日（月）

23日（木）

28日（火）

２日（木）、３日（金）

６日（月）、８日（水）～10日（金）

13日（月）

14日（火）

15日（水）

16日（木）、17日（金）、20日（月）

23日（木）

日　　　　　程

本会議（開会、知事提案説明）

本会議（代表質問）

本会議（一般質問）

本会議（一般質問）

予算特別委員会

本会議、予算特別委員会分科会、常任委員会

予算特別委員会分科会、常任委員会

常任委員会、本会議

特別委員会、予算特別委員会

本会議（委員長報告、採決、閉会）


